
 
2011年４月28日 

各   位 
会 社 名  マックスバリュ北海道株式会社 
代表者名  代表取締役社長 山 尾 啓 一 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード7465） 
問合せ先  役職・氏名 取締役経営企画室長 兼 

経営管理本部長 出 戸 信 成 
電  話  011－631－5192 
                     

支配株主等に関する事項について 

 
１． 親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（2011年４月28日現在） 

   

２． 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

① 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、人的・資本的関係 

イオン株式会社は、当社の議決権の64.8％（間接保有7.3％を含む）を保有しており、親会社に該

当します。 

当社は親会社の企業グループの中でスーパーマーケット事業分野に属し北海道エリアを担う企業で

あります。当社はスーパーマーケット事業を推進するに当たり、親会社の企業グループとの一定の協

力関係を保つ必要があると認識しております。そこで、当社には親会社との経営情報及びプライベー

トブランド「トップバリュ」の商品開発やメーカーや国内外の産地との直取引を拡大し、お客さまに

とっての価値ある商品の開発と魅力的な価格の実現等を目的として、当社取締役６名のうち１名がイ

オントップバリュ株式会社の取締役を兼任しており、当社監査役４名のうち１名がイオン北海道株式

会社の監査役を兼任しており、１名がマックスバリュ東北株式会社の監査役を兼任しております。ま

た、業務体制の強化を行うため親会社等の企業グループから５名を出向者として受け入れております。 

  

② 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、経営、事業活動へ 

の影響等 

          イオン株式会社は、当社の議決権の64.8％（間接保有7.3％を含む）を所有しておりますが、事業 

活動や経営上の判断において、親会社等の企業グループからの制約はありません。 

 また、イオン株式会社がグループ戦略の立案、グループ経営資源の最適配分、共通サービスの提供 

等を担い、グループシナジーの最大化を図る一方で、当社を含めた各事業会社は、専門性を高め、地 

域に密着した経営を行うことで、より一層のお客さま満足の向上を図れるものと認識しております。 

  

 

議決権所有割合（％） 
名称 属性 

直接所有分 合算対象分 計 

発行する株券が上場されて

いる金融商品取引所等 

イオン株式会社 親会社 57.5 7.3 64.8 
株式会社東京証券取引所

市場第一部 
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   ③ 親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

     当社は、親会社等の企業グループより商品の仕入れ及び店舗施設等の賃借を行っております。商品 

仕入れについては市場の実勢価額を参考にその都度交渉の上決定しており、店舗施設等の賃借につい 

ては取引実勢等を勘案して交渉の上決定しております。 

 また、当社は、2011年４月28日現在、親会社等から兼任取締役が１名、兼任監査役が２名おりま 

すが、過半数には至っておらず独自の経営判断が行える状況にあると考えております。 

 

   ④ 親会社等からの一定の独立性の確保の状況 

     当社は、日常の事業運営にあたっては、独自の経営判断に基づき遂行し、事業運営における重要な 

    問題については、親会社との協議もしくは親会社への報告を行っております。親会社等の企業グルー   

    プとは、相互に自主・独立性を充分に尊重しつつ綿密な連携を保ちながら、持続的な成長、発展、業 

績の向上に努めております。 

 以上のことから、事業運営上、一定の独立性が確保されていると認識しております。 

      

（役員の兼務状況）                            （2011年４月28日現在） 

役職 氏名 
親会社等又は 

そのグループ会社の役職 
就任理由 

専務取締役 川口 高弘 
イオントップバリュ株式会社

社外取締役 

北海道産自主企画商品の開発に

関する知識が豊富なため 

常勤監査役 市河 昭 
イオン北海道株式会社 

社外監査役 

親会社等での監査役としての経験

が監査に有益なため 

社外監査役 中村 和彦 
マックスバリュ東北株式会社

常勤監査役 

親会社等での監査役としての経験

が監査に有益なため 

 

（出向者の受入れ状況）                          （2011年４月28日現在） 

部署名 人数 
出向元の親会社等又は 

そのグループ企業名 
出向者受入れ理由 

開発本部 １名 イオンリテール株式会社 業務体制を強化するため 

商品本部 ２名 イオンリテール株式会社 業務体制を強化するため 

経営管理本部 １名 イオンリテール株式会社 業務体制を強化するため 

経営企画室 １名 イオンリテール株式会社 業務体制を強化するため 
   （注）2011年１月現在の当社の従業員数は736名である。 

 

３． 支配株主等との取引に関する事項 

2011年４月20日提出の有価証券報告書に記載の「関連当事者との取引」をご参照ください。 

 

４． 親会社又は支配株主（親会社を除く。）を有する場合において当該親会社又は支配株主（親会社を除く。）

との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

    当社を含むイオン株主会社グループ内での取引に関しては、同社グループの総合力強化を意識しな

がら、当社の事業活動に必要な財・サービス等の取引が、同社グループ内において可能な場合は、一

般の市場取引と同様に交渉の上、決定しております。同社及び同社グループ内の各社と取引を行う際

には、当社の企業価値向上及び株主全体の利益の最大化を図るべく決定することとしております。  

 

        以  上  


